
■再編等に関する実施計画

施設棟番号

施設分類 大分類 中分類 小分類

施設名称

所在地

延床面積（㎥） 建築年度 昭和６１ 経過年度 ３７

計画期間

①事業の概要

・設置根拠：消防組織法、あきる野市消防団に関する条例
・設置目的：消防団活動の拠点、消防車両・機械の保管場所
・使　用　者：消防団員（１８歳～４１歳）※機能別団員は５０歳まで
・サービス概要：火災等災害対応、各種警戒、教育訓練等

②事業の現状

・所属団員数　７人（令和６年１月１５日現在）
　→令和２年４月１日（前期）１１人（４人減少）　団員確保に努めている。
・地域の防災拠点としての消防詰所の維持や地域防災力の要となる消防団活動について、有事の際に有
効に実施できるよう、分団内で連携し、消防団員の資質向上と地域住民の災害予防を含めた防災力向上
に努めている。

③将来的な事
業のあり方
（方向性）

・近年、日本の各地で自然災害により、様々な被害が発生している。消防団は火災出動だけでなく、各
種災害においても、住民の避難支援、被害の未然防止、救出、救助など、地域において防災上重要な役
割を担っている。このため、消防団の活動拠点となる詰所については、人口、まちの形状、地形などを
踏まえ、バランス良く配置する必要がある。市街地と山間部が出動区域にあり、多様な災害に備えるた
め、第５分団には、ポンプ車と積載車が配備されている。一方で、消防団員減少に伴う部の統廃合の検
討と併せて、消防団詰所の再編についても検討する必要がある。

④事業の課題

・災害時の対応力の強化と災害を発生させない予防消防活動の両面を充実。
　減少傾向を示す消防団員の確保（欠員の多い部では、個々の負担が大きい）
　消防団員の処遇改善
・住民等一人一人の防災に対する意識と行動力の向上。
・地域コミュニティとの連携強化。
・老朽詰所の維持管理

４９．５６ 構造 Ｓ造

令和６（２０２４）年度～消防団在り方検討完了まで

行政系施設 消防施設

消防団第５分団第６部詰所

あきる野市 入野６４７ 敷地面積(㎡) ６６．７

令和６年３月

Ｈ―２５ 所管部署 総務部 地域防災課 防災係



⑩計画実行に当
たっての留意事
項

⑪計画実行後の
課題

⑦施策との関連
性

関連施策
第２次総合計画重点施策テーマ３「快適で安全・安心なまち」（第３章第２節１－③『消防力の充実』）、令和５年
度施政方針「地域防災力の強化」

説明
第２次総合計画（重点施策）で掲げる防災・減災の更なる推進のために必要な施設であり、市政方針においては団員
の確保及び組織の見直し等に取り組むとされている。

⑨計画実行のス
ケジュール

⑥再編モデル案
検討のための施
設特性整理

備考

建物活用

・賃貸借物件での運営について、物件の設備条件としてポン
プ車等を格納する車庫や、使用後のホースを干しておく設備
等を要するため、現状は適した物件の情報はなく、検討して
いない。

⑧再編方針及び
修繕・改修等の
考え方

・消防委員会における部の在り方の検討が完了するまで
は、個別施設計画における再編の方向性に沿い「現状維
持」とする。

・施設の老朽化や定期的な点検・診断結果に基づき、実
施することとする。

その他
・詰所は市内各所２６箇所に設置している。今後は、団員減
少に伴う部の統廃合と併せて、詰所の統廃合も検討する。

広域化可能性 検討不可
・火災発生時は迅速に現場に到着することが重要となるた
め、広域化の検討は難しい。

機能重複度

利用圏域に同種・類似施設がある
（民間施設）

×

・消防団詰所は市内に２６箇所あり、消防団員減少に伴う部
の統廃合と併せて、詰所の統廃合も検討する。

利用圏域に同種・類似施設がある
（国・都・市施設）

〇

利用圏域に同種・類似施設はない ×

・各分団の状況（区域の人口見通し、現在の設置状況、
地域防災力の維持強化　等）を踏まえ検討する必要があ
る。

・令和１１年度までをめどに、大規模改修を実施する
か、建替えるかを計画する。

・消防委員会における部の統廃合の検討結果を踏まえ、
消防団詰所の再編についても検討していく。

―

⑤個別施設計画
における再編等
の方向性(令和３
年６月時点)

再編の方向性 現状維持

保全の方向性及び
実施時期の目安 大規模改修 令和７ 令和２８ 長寿命化後の建替え － (参考)建替え時

築年数 ６０

利用対象 市内特定集団 ・消防団員が利用する施設

需要傾向 利用需要変化なし ・主に火災等の緊急対応時に利用する

規模適正度

その後、詰所の在り方に係る検討、対応

長寿命化改修

【再編方針】 【修繕・改修】

想定実施年度 想定実施内容・想定額 想定実施年度 想定実施内容・想定額

消防団の部の在り方について検討
令和８年度以
降令和１１年
度まで

大規模改修予定

規模適正

多目的利用検討可能 ×

複合化・集約化によるサービス
水準の向上が期待される ×

設置目的と異なる使用状況あり ×

単独機能での建物利用が望ましい 〇

賃貸借物件での運営も可能（市有物件で
の運営は必須ではない） 〇

利用圏域

建替え 又は


